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はじめに 

 

〇 新型コロナウイルス感染症の患者の増加に伴う医療提供体制の移行については、「地

域で新型コロナウイルス感染症の患者が増加した場合の各対策（サーベイランス、感染

拡大防止策、医療提供体制）の移行について」（令和２年３月１日付け事務連絡）で、そ

の考え方が示されているが、今後、更に新型コロナウイルス感染症の感染拡大が進み、

入院患者の増加が見られた場合、重症者に対する医療資源の確保及び新型コロナ軽症者

等に対する宿泊療養及び自宅療養（以下「宿泊療養等」という。）に係る体制整備がより

重要となる。 

 

○ 宿泊療養等については、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養又は

自宅療養の考え方について」（令和２年４月２３日付け事務連絡。以下「４月２３日事

務連絡」という。）において示しているとおり、宿泊施設が十分に確保されているよう

な地域では、家庭内での感染事例が発生していることや、症状急変時の適時適切な対応

が必要であることから、宿泊療養を基本とすることとされている。その際、子育て等の

家庭の事情により本人が自宅での療養を選択する場合は、自宅療養をすることとしても

差し支えないこととされている。 

 

○ 自宅療養の実施に当たっては、これまで、「新型コロナウイルス感染症患者が自宅療

養を行う場合の患者へのフォローアップ及び自宅療養時の感染管理対策について」（令

和２年４月２日付け事務連絡。以下「４月２日フォローアップ事務連絡」という。）にお

いて、都道府県、保健所設置市及び特別区（以下「都道府県等」という。）に対し、自宅

療養を行う軽症者等（以下「自宅軽症者等」という。）に対するフォローアップの手順及

び留意点並びに自宅療養時の感染管理対策について示してきたところ。 

 

○ 加えて、今般、令和２年度補正予算（令和２年４月３０日成立）において新型コロナ

ウイルス感染症緊急包括支援交付金が創設されることとなった。同交付金には新型コロ

ナウイルス感染症対策事業が盛り込まれており、都道府県等が自宅療養を行う場合のフ

ォローアップ（健康管理）、生活支援（食事の提供等）等も対象となっている。 

 

○ これを踏まえ、これまでの事務連絡における内容を踏まえつつ、自宅療養の具体的な

実施に当たって留意すべきポイント等について、改めて整理したものを都道府県等の担

当部局向けにお示しするものである。もとより、本留意事項は現時点の情報・知見を基

にとりまとめたものであり、今後も新しい情報・知見や、都道府県等との意見交換など

を踏まえ、改善をしていく予定である。 
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１．自宅療養の事前準備 

 

（１）宿泊療養等の位置付け 

 

○ 医療提供体制（入院医療提供体制）の対策の移行が行われた際、軽症者等に対する

宿泊療養等に係る体制の整備が必要となる。 

 

〇 中でも、軽症者等のうち、①高齢者等と同居している軽症者等、②医療従事者等と

同居している軽症者等については、特に宿泊療養を優先すべきとされていることに鑑

み、まず、宿泊施設の確保に向けた取組みを進めつつ、宿泊施設の受入可能人数をは

じめとする宿泊療養体制の整備状況を確認することが必要となる。 

 

○ 自宅療養に関しては、入院病床の状況及び宿泊施設の受入可能人数の状況や軽症者

等の家庭の事情を踏まえ、必要な場合、軽症者等が外出しないことを前提に実施する

ことになる。したがって、宿泊療養等の振分、実施方法を含め、軽症者等の療養体制

に係る全体像について検討することが必要となる。 

 

〇 この際、都道府県等において宿泊療養と自宅療養に係る企画・運営を担当する自治

体や部署が異なる場合、相互の連携確保及び方針の共有が重要となる。 

 

（２）自宅療養の概要 

 

○ 自宅療養は、軽症者等が外出しないことを前提に、自宅での安静・療養を行うもの

であり、その間、①フォローアップ（健康状態の把握、症状が悪化した際の医療機関

への受診等）、②生活支援（食事の提供等）によって軽症者等を支えるものである。ま

た、自宅内における感染防止対策、必要な医療の提供についても留意する必要がある。

その際、軽症者等であっても、症状が急変する場合もあり、自宅療養においては特に

注意が求められる。 

 

○ また、その実施に当たっては、①自宅療養の事前準備、②実際に自宅療養を開始す

る際の諸調整、③開始後の支援、といった段階ごとに留意すべき事項がある。 

 

〇 なお、入院を予定しており、入院までの間、自宅療養をしている患者に係るフォロ

ーアップにおいても、本留意事項を参考に、適切に自宅での健康管理等を行う必要が

ある。 
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（３）自宅療養に係る調整窓口の設置 

 

○ 自宅療養に当たっては、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及

び自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について」（令和２年４月

２日付け事務連絡。以下「４月２日準備事務連絡」という。）において、都道府県等に

自宅療養のフォローアップに必要な事項に関して帰国者・接触者外来等と調整する窓

口（以下「調整窓口」という。）を設置することとしている。 

 

○ この調整窓口は、本庁部門や保健所のほか、外部委託することも可能であるが、帰

国者・接触者外来等において軽症者等を把握した場合の連絡・調整を円滑に行える体

制を確保することが必要となる。この際、宿泊療養に係る調整窓口と自宅療養に係る

調整窓口とで担当者が異なる場合、相互の連携確保が必要となる。 

 

（４）自宅療養（フォローアップ）に関する準備 

 

○ 自宅療養においては、軽症者等の症状が悪化した場合など、医療の提供が必要とな

った場合に、当該患者が適切に医療機関を受診できるようにするためにフォローアッ

プを行うことが必要であり、都道府県等は、①電話等情報通信機器を用いて定期的に

自宅療養中の患者の健康状態を把握するとともに、その患者からの相談を受ける体制

及び②患者の症状が悪化した際に速やかに適切な医療機関を受診できる体制を整備

することが必要となる。 

 

○ フォローアップを行う主体としては、都道府県等の保健所が中心となることを想定

しているが、保健所の業務負担軽減、適切なフォローアップには医学的知見が必要に

なることから、必要に応じて地域の医師会や医療機関等へ協力を求め、又は、業務を

委託するなど、地域の実情に応じて適切なフォローアップ体制を整備することが必要

である。この場合、「自宅療養を行う患者等に対するフォローアップ業務の委託につ

いて」（令和２年４月１１日付け事務連絡）でお示しした契約書ひな形を踏まえ、円滑

な委託が可能となるよう、適切に契約を締結すること。 

 

○ さらに、上記①のうち健康状態を聞き取る業務等専門職以外の者が対応できる業務

については、 

・保健所部門ではなく本庁部門が業務を担うなどの業務分担の見直し 

・ＩＣＴツールの積極的活用による効率化 

・一部業務の外部委託等による業務削減 

・全庁的に保健所業務応援体制を組んだ上で保健所への職員投入、非常勤職員等の雇

用等の人員増強、 

など、全体的に実施体制を強化することが肝要であり、積極的に取り組んでいただき

たい。 
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○ フォローアップに当たっては、新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援シ

ステム（HER-SYS）を積極的に活用されたい。 

 

○ なお、フォローアップを行う際に、自宅療養を開始する際に軽症者等に配布するリ

ーフレット等に記載されている自宅療養中の留意事項が実践されているか、状況を聞

き取り、必要な相談支援・助言を行うことも考えられる。 

 

（５）自宅療養に関する準備（配食サービスについて） 

 

○ 自宅療養に当たっては、新型コロナウイルス感染症対策事業に基づき、解除までの

期間、自宅軽症者等に対し、外出せずに自宅療養に専念してもらうため、生活支援と

して配送による食事の提供等（以下「配食サービス」という。）を行うことが可能とな

っている。特に、単身者が自宅療養を行う場合や、ひとり親家庭の保護者が自宅軽症

者等に該当する場合など、自宅軽症者等が外出せずに生活を継続できるよう、配食サ

ービスの導入を検討することが考えられる。 

 

①配食サービスの提供体制確保 

○ 配食サービスの実施に当たっては、事前に管内における当該サービスを提供する主

体（配食事業者等）の把握が必要になると考えられる。その際、事業の趣旨に照らし、

配送に当たっての感染症対策、個人情報の保護等、適切な対応を執ることが可能な事

業者であることが求められる。 

 

○ 配食サービスに携わる配食事業者等に関しては、例えば以下の事項について把握す

ることが必要となる。 

・都道府県等域において配食サービスを実施可能な区域の範囲 

・食事提供能力 

・提供可能な食事内容（アレルギー食など特別の配慮を要する場合への対応や栄養素

等に配慮した献立を含む） 

・配食サービスが開始可能となる時期 

 

〇 なお、「新型コロナウイルス感染症対策の軽症者等の対応における学校給食提供機

能の活用について（依頼）」（令和２年４月２４日付け事務連絡）により、学校給食再

開等に支障のない範囲で、学校給食施設や調理員等の活用も可能であるため、参考に

されたい。 

 

②実施方法 

○ 配食サービスの実施に当たっては、都道府県等と配食事業者等が契約に基づき、自

宅軽症者等に対して食事を提供する方式などが考えられる。 
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※このほか、都道府県等が自宅軽症者等に対し補助券等を発行、自宅軽症者等が民間デリバリ

ーなどから配食事業者等を選択する方式、一定期間、保存可能な食品をパッケージ化して配

送する方式といった例も見られる。 

 

③配食事業者等の選定方法 

〇 配食事業者等の選定に当たっては、 

・都道府県等との委託契約等に基づき、何らかの配食事業を実施している既存事業者

と本件配食サービスについても実施を契約する方式 

・配食サービスを実施する上で配食事業者等に求める条件を提示、事業者を募集する

方式 

などが考えられ、このうち、都道府県等において、迅速かつ適切に事業を開始できる

方式を採ることが必要となる。 

 

○ また、配食事業者等の選定に当たっては、上記①の趣旨等を踏まえ、円滑かつ適切

な事業実施が可能となるよう、必要な選定要件を設定することが考えられる。（チェ

ックすることが考えられる例については、別添１を参照） 

 

〇 本配食サービスに係る配食事業者等との契約に関しては、都道府県等は、当該配食

事業者等との間で、随意契約を締結することとして差し支えない。 

 

④留意事項 

○ 新型コロナウイルス感染症対策事業においては、１食当たり 1,500 円、１日３食当

たり 4,500 円（いずれも配送費、飲料費を除く）を上限としている。 

 

○ また、同事業に基づく配食サービスとしては、自宅軽症者等が対象であって、同居

家族等については対象外であることに留意が必要である。その際、同居家族等に係る

分について、自費負担により配食サービスを受けることは差し支えない。その場合も、

配送方法には留意すること。 

※配食サービスに加え、衛生用品等、自宅軽症者等の健康管理に必要な備品、消耗品をパッケ

ージ化して配送するなどの対応を採る例も見られる。なお、このような例は真に必要な場合

に限り補助対象となる。 

 

○ 同事業は、都道府県を交付対象とした新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付

金によるものであり、保健所設置市及び特別区にあっては、都道府県からの間接補助

金が充てられることになるため、都道府県と調整・連携して対応すること。 

 

（６）各種連携体制の確立 

①都道府県等における連携体制の確立 
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○ 都道府県等においては、自宅療養に当たり、 

・自宅軽症者等が子育て中である場合など、配慮の検討が必要なケースに関する情報

の共有及び対応の検討・決定 

・自宅軽症者等のフォローアップ等を契機に顕在化した福祉的課題に関する情報の共

有及び対応の検討・決定 

・配食サービスに関する配食事業者等の情報の共有 

を適切に図るため、保健所・保健部門と福祉部門・教育部門と適宜連携することが必

要となる。 

 

②都道府県等と市区町村における連携体制の確立 

〇 「新型コロナウイルス感染症の患者数が大幅に増えたときに備えた入院医療提供体

制等の整備について（改訂）」（令和２年３月２６日付け事務連絡）に基づき、都道府

県は県内の患者受入れを調整する機能を有する組織・部門（以下「都道府県調整本部」

という）を設置していることから、保健所設置市及び特別区は、自宅療養中の軽症者

等が症状の悪化により入院が必要になった時のために、都道府県調整本部との連携体

制を確保しておくこと。 

 

○ 加えて、市区町村（特に福祉部門）との間においては、上記①のとおり、自宅軽症

者等及びその家族に配慮の検討が必要なケース、自宅療養の開始後に福祉的課題が顕

在化したケース等に関する情報の共有及び密な連携が求められる。 

 

○ また、市区町村において、配食サービスに関する知見及び担い手に関する情報を把

握している場合も多いことから、適宜、情報提供を受けることも考えられる。 
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２ 自宅療養の開始に当たって 

 

（１）自宅療養の対象者 

○ 自宅療養の対象者については、４月２日準備事務連絡の「２ 宿泊療養・自宅療養

の対象及び解除の考え方」に基づき、軽症者等であって、宿泊療養等が適当と医師が

判断した者のうち、都道府県等（都道府県等の調整窓口等）において自宅療養により

対応するとされた者である。 

 

○ 具体的には、原則、①～④を満たす者のうち、帰国者・接触者外来（地域外来・検

査センター等）又は入院中の医療機関（帰国者・接触者外来と同様の機能を有する医

療機関を含む。以下「帰国者・接触者外来等」という。）の医師が入院の必要がないと

総合的に判断した者について、同居している方の状況や宿泊施設の受入可能人数、軽

症者等本人の意向等を踏まえて調整することが求められる。 

①軽症者等（無症状病原体保有者及び軽症患者）であって、感染防止に係る留意点が

遵守できる者 

②以下のいずれにも該当しない者 

ⅰ）高齢者 

ⅱ）基礎疾患がある者（糖尿病、心疾患又は呼吸器疾患を有する者、透析加療中の者等） 

ⅲ）免疫抑制状態である者（免疫抑制剤や抗がん剤を用いている者） 

ⅳ）妊娠している者 

③上記ⅰ）～ⅳ）に当たる者（以下「高齢者等」という。）と同居していない者 

※高齢者等と同居している場合は、利用可能な入床病床数の状況を踏まえて入院可能な場合、

入院措置を実施。入院が困難な場合、宿泊療養を優先 

④医療従事者や福祉・介護職員など、その業務において、高齢者等と接触する者（以

下「医療従事者等」という。）と同居していない者 

※同居している場合は宿泊療養が優先 

 

○ その上で、４月２３日事務連絡において、自宅療養の対象者となり得る場合であっ

ても、宿泊施設の確保状況に照らし、宿泊療養で対応できる場合は、宿泊療養を基本

とすることが示されている。 

 

○ また、４月２日準備事務連絡においては、以下の留意事項が記載されている。 

・軽症者等が高齢者等や医療従事者等と同居している場合、生活空間は必ず分ける。 

・近くに親族等の居宅等があり、当該高齢者等が一時的に移動することができる場合

は、そのような対応も可能であるが、当該高齢者等は基本的に濃厚接触者に当たる

ため、移動に際しての対応、健康管理等は、保健所の指示に従う。 

・その他の同居者も、基本的に濃厚接触者に当たるため、健康観察等については保健

所の指示に従う。 
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○ 自宅療養の対象者が、子育て中であって、他の同居者が陰性の子どもを養育できな

い場合や当該対象者がひとり親の場合等においては、一時的に預かることが可能な親

族等の有無を確認し、対応が困難な場合、感染防止対策を徹底した上で自宅療養を行

うことや、必要に応じて児童相談所等とも連携して対応することも考えられる。 

障害者・児と同居しているなど、自宅療養の対象者が介護を担う場合等においても

同様に対応し、必要に応じて市町村障害福祉部門や児童相談所等とも連携して、対応

することも考えられる。 

 

【参考①】自宅療養及び宿泊療養の対象者（４月２日準備事務連絡（抄）） 

 

（１）対象者 
○ 以下の者については、必ずしも入院勧告の対象とならず、都道府県が用意する宿泊施設等

での安静・療養を行うことができる。 
・ 無症状病原体保有者及び軽症患者（軽症者等）で、感染防止にかかる留意点が遵守できる

者であって、 
・ 原則①から④までのいずれにも該当せず、帰国者・接触者外来又は現在入院中の医療機関

の医師が、症状や病床の状況等から必ずしも入院が必要な状態ではないと判断した者※ 
① 高齢者 
② 基礎疾患がある者（糖尿病、心疾患又は呼吸器疾患を有する者、透析加療中の者等） 
③ 免疫抑制状態である者（免疫抑制剤や抗がん剤を用いている者） 
④ 妊娠している者 

※ 発熱、呼吸器症状、呼吸数、胸部レントゲン、酸素飽和度 SpO2 等の症状や診察、検
査所見等を踏まえ、医師が総合的に判断する。 

○ 軽症者等である本人が重症化するおそれが高い者（上記①から④までに該当する者をい
う。）（以下「高齢者等」という。）に該当しない場合であっても、当該軽症者等と同居して
いる者の中に高齢者等がいることが確認された場合には、利用可能な入院病床数の状況を踏
まえて入院が可能なときは、入院措置を行うものとする。 

 
 宿泊での療養 

・その際、地域における軽症者等の人数を踏まえ、宿泊施設の受入可能人数を超えることが
想定される場合等は、以下の①及び②の者について、優先的に宿泊施設を確保すること。
特に、これらの者のうち、以下「自宅療養」に記載する空間を分ける対応ができない者に
ついては、確実に宿泊施設を利用することができるように配慮すること。 
① 高齢者等と同居している軽症者等 
② 医療従事者や福祉・介護職員など、その業務において、高齢者等と接触する者（以下

「医療従事者等」という。）と同居している軽症者等 
 

 自宅療養 
・入院病床の状況及び宿泊施設の受入可能人数の状況を踏まえ、必要な場合には、軽症者等

が外出しないことを前提に、自宅での安静・療養を行う（以下「自宅療養」という。）。 
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（２）自宅療養開始までの具体的なフロー 

 

○ 自宅療養の開始に当たっては、フォローアップ、配食サービスのほか、症状が急変

した場合等における受入可能な医療機関への繋ぎなどが発生することから、フローの

全体像を整理するとともに、帰国者・接触者外来等や地域医師会等のフォローアップ

の担当機関、配食サービスの担当機関、自宅軽症者等の居住地市区町村のほか、自宅

療養中に医療を提供する医療機関、救急体制といった関係機関との綿密な連携が不可

欠である。 

 

○ また、都道府県等において、自宅軽症者等に伝達すべき事項及び患者から聞き取り

を行う事項をまとめたリーフレットを作成の上、帰国者・接触者外来、入院医療機関

等に配布しておく。当該リーフレットについては、令和２年４月８日付けでお示しし

たリーフレットのひな形に加え、別添２として参考例をお示しするので、適宜、参考

にされたい。いずれにせよ、自宅軽症者等が自宅療養を行うに当たって留意すべき事

項及び健康管理に関する事項（以下「留意事項等」という。）や必要となる対応（以

下「感染管理対策」という。）を行う旨を盛り込み、周知を行うことが求められる。 

 

（３）具体的な流れ（帰国者・接触者外来等からの移行） 

 

①検査の実施 

 帰国者・接触者外来等において、新型コロナウイルス感染症の疑いのある患者の

診療、PCR 検査を実施。その時点で入院を要する症状でない場合には、同居家族

等の状況等 PCR 検査結果が陽性の場合の対応に必要な情報を聞き取る。 

 新型コロナウイルス感染症の確定患者として入院中の医療機関において、医師が

症状等を踏まえ、入院が必要な状態ではないと判断した場合も同様。（入院前の

段階で必要な情報を把握済みの場合は不要） 

 あわせて、当該患者に対し、感染管理対策、留意事項等を記載したリーフレット

等を配布、自宅療養に当たって必要な相談支援・助言を行う。 

 

②準備 

 帰国者・接触者外来等から医療機関所在地の都道府県等の調整窓口に対し、患者

の基本的な情報、同居家族等の状況、PCR 検査結果が出る期日など、都道府県等

の準備のために必要な情報を共有。 

 都道府県等の調整窓口で、帰国者・接触者外来等から把握した情報をもとに、必

要な準備（フォローアップ担当の決定等）を行う。医療機関所在地と居住地の都

道府県等が異なる場合には、居住地の都道府県等の調整窓口にも情報共有。 

 また、検査結果が出るまでの間、患者は、自宅療養に関する留意事項に留意して

過ごすとともに、自宅療養の準備を行う（日用品の準備等）。 
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③確定患者かつ軽症者等と診断された場合 

 帰国者・接触者外来等において、確定患者かつ軽症者等と診断。帰国者・接触者

外来等から医療機関所在地の都道府県等の調整窓口に対し、患者の検査結果を報

告するとともに、陽性の場合には、自宅療養中の留意事項、連絡先など、フォロ

ーアップ等のために必要な情報を共有。入院中の医療機関についても同様。 

 都道府県等の調整窓口では、上記報告を踏まえ、フォローアップ担当の決定等、

準備を進めるとともに、実施に当たって必要な情報を把握する。特に、独居、子

育て中、ひとり親家庭、高齢者・障害者の介護など、患者本人や同居家族等の状

況、居宅における生活空間の分離、動線の確保など、自宅療養の調整に当たって

重要な情報については入念に把握する。 

 把握した情報のうち、福祉部門等との連携が必要なものについては速やかに情報

を共有するとともに、連携の下、入院に至る場合の対応も想定しつつ、対応方針

を検討・決定する。 

 

④療養場所の確定及び自宅療養の調整 

 都道府県等の調整窓口は、把握した情報をもとに、療養場所の確定を行う。 

 併せて、自宅軽症者等による配食サービスの選択を含め、自宅療養のために必要

な調整を行う。その際、感染管理対策を行うよう、改めて呼び掛けるとともに、

療養中の対応について留意事項があれば確認する。 

 当該軽症者等の居住地が医療機関所在地の都道府県等と異なる場合には、医療機

関所在地の都道府県等が居住地の都道府県等へ連絡する。 

 

３．自宅療養の開始 

 

（１）自宅軽症者等のフォローアップ 

①フォローアップの実施について 

○ 自宅軽症者等の健康状態の把握のため、診断を行った医師の指示に基づき、都道府

県等の担当職員（事務職員を含む）により定期的に本人から健康状態を聴取する。フ

ォローアップに当たっては、自宅軽症者等への診療を行った医療機関から、当該自宅

軽症者等の状態、診療内容、留意事項等について申し送りを受けた上で、健康状態の

把握に努める。 

 

〇 健康状態の聴取の頻度としては、１日に１回を目安とするが、患者の状態等に応じ

て柔軟に対応する。新型コロナウイルス感染症患者には、発症時は症状が無い又は軽

い場合でも、時間の経過の中で急激に症状が悪化する例もみられることから、症状の

変化等には十分留意してフォローアップを行うことが必要である。 

なお、聴取に当たっては、医師による特段の指示が無い限り、ICT 活用や電話の使

用など、簡便な手法での聴取が可能である。 
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○ 聴取の具体的な内容としては、以下の項目が考えられる。また、「自宅療養を行う患

者等に対するフォローアップについて（補足）」（令和２年４月１６日付け事務連絡）

においてフォローアップにおける健康観察票を取りまとめているので、必要に応じて

活用していただきたい。 

・体温 

・喀痰・咳嗽 

・息苦しさ 

・全身倦怠感 

・嘔気・嘔吐 

・下痢 

・意識障害 

・その他（食欲の有無、尿の有無、鼻水・鼻づまり、のどの痛みなどその他の症状） 

・所見等 

 

○ また、自宅療養中に自宅軽症者等の状態が急変する可能性もあることから、経過観

察（セルフチェック）を行う自宅軽症者等本人に対し、表【緊急性の高い症状】の項

目を伝えるとともに、以下の注意事項を併せて伝えることが重要である。 

・セルフチェックの際に、「緊急性の高い症状」に該当したときには、看護師等からの

定期的な連絡を待つことなく、各都道府県等の連絡・相談窓口にただちに連絡する

こと 

・セルフチェックのタイミング以外においても、「緊急性の高い症状」を認識したとき

は同様に各都道府県等の連絡・相談窓口にただちに連絡すること 

 

○ 自宅軽症者等へ渡す資料として様式１を、セルフチェック用の健康観察表として様

式２を適宜活用する。 

 

表 【緊急性の高い症状】 ※は家族等が以下の項目を確認した場合 

〔表情・外見〕  顔色が明らかに悪い ※ 

 唇が紫色になっている 

 いつもと違う、様子がおかしい ※ 

［息苦しさ等］  息が荒くなった（呼吸数が多くなった） 

 急に息苦しくなった 

 生活をしていて少し動くと息苦しい 

 胸の痛みがある 

 横になれない。座らないと息ができない 

 肩で息をしている 

 突然（２時間以内を目安）ゼーゼーしはじめた 

〔意識障害等〕  ぼんやりしている（反応が弱い） ※ 

 もうろうとしている（返事がない）※ 

 脈がとぶ、脈のリズムが乱れる感じがする 
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○ なお、外来患者でそのまま自宅療養へ移行する場合、一度入院して治療等を受けた

後、自宅療養へ移行する場合と比較して、その後、ウイルス量が増加する可能性があ

ること等から、自宅軽症者等の症状や状態等に応じ、 

 ・セルフチェックする回数（原則１日２回）を増やし、１日３回（朝・昼・夜）又は

４回（朝・昼・夕・寝る前等）を目安として設定 

・健康状態の聴取のために連絡する回数を１日２回に増加する 

など、より症状の変化に留意して健康観察し、必要に応じて速やかに医師に相談する

こと。 

 

○ その他特に申出があった症状の有無、症状の変化の有無、症状がある場合は発症時

期、程度、変化を１日に２回を目安として確認する。また、医薬品使用の有無、医薬

品を使用している場合には、想定される自宅療養の期間の薬剤の所持の有無を確認す

ること（薬剤が不足する場合は、患者が利用している薬局等とも連携の上、患者へ処

方・調剤されるよう調整する）。 

 

②相談体制について 

○ 定期的な健康状態の把握とは別に、自宅療養中の患者の症状が変化した場合などに

備え、患者からの連絡・相談を受ける体制を確保しておくことが必要である。また、

自宅療養中の患者の増加に応じて、電話回線及び相談体制を十分に確保しておく。そ

の際、患者本人に限らず、同居家族等の体調が悪化した場合においても、連絡・相談

を受ける。 

 

③体調変化時の対応 

○ 体調の変化等により、受診が必要な時は速やかに医療機関につなげることが必要で

ある。 

 

○ 医療機関につなげる必要がある場合、保健師、看護師又は必要に応じて診断を行っ

た医師が、必要に応じて都道府県調整本部とも連携し、新型コロナウイルス感染症患

者の受入れ可能な医療機関（その患者を診断した医療機関をはじめとする帰国者・接

触者外来等や、必要に応じて重点医療機関等の入院治療が可能な医療機関を想定）へ

の受診を迅速に調整することが必要である。 

 

○ その際、医療機関への搬送手段については、公共交通機関の利用を避けるとともに、

都道府県等において移動手段を確保する、自家用車を利用するといった検討をしてお

くことが必要となる。 

 

④その他留意事項 

〇 都道府県等はフォローアップを行うに当たって必要に応じ、市町村（福祉部門）と

も連携する。 
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（２）配食サービス 

 

①配食の実施について 

○ 配食事業者等が食事の配送を行うに当たっては、自宅軽症者等と直接接触しないこ

とが求められることから、 

・都道府県等が契約している配送事業者等の場合、定時（例：朝食８時、昼食１２時、

夕食１８時など）に自宅軽症者等の居宅に配送するなど、配送する時間を予め定め

る 

・民間デリバリー等、自宅軽症者等が自ら配送サービスを選択・予約する場合、自宅

軽症者等が配送予定時刻等を確認する 

などの対応が考えられる。 

 

○ 配送に当たっては、同居している家族等がいる場合は当該家族等が受け取ることも

考えられるほか、自宅軽症者等の居宅玄関前や宅配ボックス等、あらかじめ置く場所

を指定し、自宅軽症者等と直接接触しない形での配布を工夫することが必要である。

また、配送を行う担当者はマスクの着用と手指衛生の対応を行うなど、感染症対策を

講じることが適当である。 

 

○ 利用料金の支払いが発生する場合、事業の実施形態に応じた形での支払い方法を検

討する必要がある。その際、キャッシュレス決済を含め、配送事業者等が自宅軽症者

等と直接接触しない形での方法を採るなどの工夫が必要である。 

 

②容器の取扱いについて 

○ 配食で利用する容器については使い捨てにすることが基本である（ごみの取扱いに

ついては、後述（４）①参照）。 

 

（３）自宅軽症者等に対する医療の提供 

①医療の提供について 

○ 自宅療養中においては、都道府県等（委託を受けた者を含む。）が毎日健康状態のフ

ォローアップを行うが、新型コロナウイルス感染症又はそれ以外の疾患の状況に応じ

て、医師による診察・処方や薬局における服薬指導等が必要になる場合、自宅療養の

性質上、通常の外来受診は極力避けることが基本となる。 

 

〇 そのため、往診・訪問診療のほか、電話等情報通信機器を用いた診療等の活用につ

いても検討することが適当である。同診療等に当たっては、電話等情報通信機器を用

いた処方、処方箋の取扱い及び服薬指導等を含め、「新型コロナウイルス感染症の拡

大に際しての電話や情報通信機器を用いた診療等の時限的・特例的な取扱いについて」

（令和２年４月１０日付け事務連絡）に基づき実施されることが必要となる。 
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〇 自宅軽症者等は、対応する医療機関（以下「担当医療機関」という。）より往診・訪

問診療、電話等情報通信機器を用いた診療等を受けるに当たっては、 

・かかりつけ医等が新型コロナウイルス感染症への対応が可能な場合 

・（対応可能なかかりつけ医等がいない場合であって、）自宅軽症者等の確定診断を行

った医療機関など、自宅療養開始時に担当医療機関が明確になっており、かつ、上

記診療等の対応が可能である場合 

・又は都道府県等において、上記診療等の対応が可能である医療機関を一覧化し、そ

の中から担当医療機関を選択する等の場合 

都道府県等に事前連絡の上、自ら手配することが可能である。この場合、事前に、自

宅軽症者等から医療機関に対し、新型コロナウイルス感染症で自宅療養中である旨を

伝えるようにする。 

都道府県等（フォローアップ業務を委託する地域の医師会等を含む）において、担

当医療機関を調整することも可能である。 

 

○ 必要な薬剤に関しては、上記事務連絡に基づき自宅軽症者等が選択した薬局におい

て電話等により服薬指導等を実施するとともに、薬局と自宅軽症者等が薬剤の配送等

について相談の上、受取りに当たっては、自宅軽症者等が配送担当者に直接接触しな

い形での方法を採るなどの工夫が必要である。その際、薬局は、自宅軽症者等が当該

薬剤を受け取ったことを電話等により確認することが求められる。 

上記は、担当医療機関において院内処方を行う場合も含む。 

 

〇 体調変化時など、上記にかかわらず、外来受診が必要と思われる場合、都道府県等

が調整の上で、適切な対応が可能な医療機関を受診することを妨げないものとする。

その際、医療機関まで都道府県等において確保した移動手段や自家用車を利用するな

ど、公共交通機関の利用を避けることが必要である。 

 

②関係機関の連携について 

○ 医師等が診察を行った結果、医療機関に繋げる必要があると判断される場合、上記

（１）の体調変化時の対応に基づき、関係機関で連携した対応が必要となる。 

 

③費用負担について 

○ 自宅療養中に受ける新型コロナウイルス感染症に係る医療については、都道府県等

が健康状態のフォローアップを地域の医師会や医療機関に委託している場合には、当

該委託の範囲内で行われることもあるが、これを超える医療を提供する必要があると

きは、保険診療により実施することとなる。その場合の自己負担分については、新型

コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金により公費補助の対象となる（具体的な取

扱いについては、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療

養における公費負担医療の提供について」（令和２年４月30日付健感発0430第３号）

等を参照）。 
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〇 当該交付金は、都道府県が交付対象であるため、保健所設置市及び特別区において

は、①により把握した受診等の状況（受診した自宅軽症者等の氏名等及び受診医療機

関名）について、適宜、都道府県に情報共有することが必要である。なお、当該情報

共有は、新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システムを活用して行って

も差し支えない。 

 

（４）留意事項 

 

①ごみの取扱いについて 

○ 自宅療養中、鼻水等が付着したマスク、ティッシュや配食サービスによる弁当の容

器等、自宅軽症者等が出すごみを捨てる際には、「ごみに直接触れない」、「ごみ袋はし

っかりしばって封をする」そして「ごみ捨てを行う前後は手を洗う」ことを意識する

よう、自宅軽症者等、家族等に注意喚起する（自宅軽症者等に配布するリーフレット

に盛り込むことが考えられる）。ごみが袋の外面に触れた場合や、密閉性をより高め

る必要がある場合には、二重にごみ袋に入れることも有効である。 

 

○ なお、上記に留意した上で、ごみは家族等の同居者が捨てることが基本である。た

だし、自宅軽症者等が独居である場合など、本人がごみ捨てを行わざるを得ない場合

もあり得る。 

こうした場合には、ごみをまとめる時にごみ袋の外面に触れたり、ごみ捨て時にド

アノブ等に触れることが想定されるため、ごみ袋の外面やドアノブ等に触れる前に必

ず手洗いや手指消毒を行うとともに、ごみをまとめる時やごみ捨て時にマスクを着用

することを徹底した上で、本人が行っても差し支えない。 

※「新型コロナウイルスなどの感染症対策としてのご家庭でのマスク等の捨て方」（環

境省）を参照。 

https://www.env.go.jp/saigai/novel_coronavirus_2020/flyer_on_disposal_of_contaminate

d_household_waste.pdf 

 

②プライバシーの確保について 

○ 自宅療養中における自宅軽症者等及びその家族の個人情報の適切な取扱い及びプ

ライバシーについて確保されるよう、留意することが求められる。 

 

（５）自宅療養の解除 

 

○ 患者（有症状者）については、原則として次の①に該当する場合に、自宅療養は解

除されることになる。ただし、次の②に該当する場合も同様として差し支えないこと

とする。 

① 発症日から 10 日間経過し、かつ、症状軽快後 72 時間経過した場合 
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② 発症日から 10 日間経過以前に症状軽快した場合に、症状軽快後 24 時間経過した

後に核酸増幅法の検査を行い、陰性が確認され、その検査の検体を採取した 24 時間

以後に再度検体採取を行い、陰性が確認された場合。 

 

○ また、無症状病原体保有者については、原則として次の③に該当する場合に、自宅

療養は解除されることになる。ただし、次の④に該当する場合も、同様として差し支

えないこととする。 

③ 発症日から 10 日間経過した場合 

④ 発症日から６日間経過した後に核酸増幅法の検査を行い、陰性が確認され、その

検査の検体を採取した 24 時間以後に再度検体採取を行い、陰性が確認された場合 

  

○ なお、発症日とは、患者が症状を呈し始めた日とし、無症状病原体保有者又は発症

日が明らかでない場合については、陽性確定に係る検体採取日とする。また、症状軽

快とは、解熱剤を使用せずに解熱し、かつ、呼吸器症状が改善傾向にあることをいう。 

 

○ また、上記の核酸増幅法の検査の際に陽性が確認された場合は、24 時間後に核酸増

幅法の検査を行い、陰性が確認され、その検査の検体を採取した 24 時間以後に再度

検体採取を行い、陰性が確認されるまで、核酸増幅法の検査を繰り返すものとする。

（①又は③に該当した場合を除く） 

 

○ その際、解除されるまでの期間は、都道府県等による毎日の健康観察を実施し、症

状に大きな変化がある等の場合は、医師の診察を受け、必要な場合には入院対応を行

う。 

※「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対象並びに自

治体における対応に向けた準備について（一部改正）」（令和２年６月 12 日付事務連

絡）を参照のこと。 

 

 

以上 


